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東京都心5区オフィスビル賃料改定状況

 仲介大手三鬼商事によると、2016年に都心5区のビルオーナーの37％が賃料を引き上げ。
 2016年12月末の都心5区のオフィス空室率は3.61％と、需給均衡の目安とされる5％を下
回る状態が続く。ビルオーナーが賃料の増額改定を求めやすい環境にあるものと思われる。

 現在緩やかな増加（前年同月比）を続けている賃料（坪当り・月次）の動向が注目される。

（審査確認番号H28-TB283）

出所）図表1～3は三鬼商事のデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成

図表1：賃料改定を「実施した」、「現在交渉中」の改定内容 図表3：都心5区オフィス空室率と賃料推移

オフィスビルオーナーの約37％が賃料引上げ

 仲介大手三鬼商事は、都心5区（千代田、中央、港、新宿、渋谷）で1フロア面積が100坪(約330㎡）
以上のビルを所有するオーナー523社を対象に、1年以内の賃料改定の状況を聞き取り調査し、482社
（約92％）から回答を得ました（調査期間は2016年10月3日から12月9日）。

 回答した482社の内、実際に賃料改定をしたのは188社（約39％）で、その内増額改定が176社
（188社の約94％）、減額改定が12社でした。また、現在交渉中は38社（482社の約8％）で、内37
社が増額交渉、残り1社が減額となっています。賃料改定を「実施した」、「現在交渉中」の対象テナ
ントは「一部の入居テナント」が多くなっています。三鬼商事によると、賃料が低い時期に契約したテ
ナントの更新時に改定を打診するケースの他、エリアの賃料相場やオーナーが定めた基準賃料よりも安
値で入居しているテナントを対象としているケースも見られたとのことです（図表1、2）。

 都心5区の空室率は2015年7月に需給均衡の目安とされる5％を下回った後、2016年7月には2008年
8月以来となる4％割れとなりました。2016年12月末時点でも同状況が続いています。一方、坪当り
月次賃料（前年同月比）は2015年4月以降4％台近辺で横這っており、2008年8月末の8％台後半の伸
び率に比べると勢いを欠いています（図表3）。不動産会社大手森ビルは2018年の東京23区のオフィ
ス供給量（延べ床面積）が139万㎡と、2012年（175万㎡）以来の高水準になると予想しています。
大量供給を前に、ビルオーナーがテナントに対する高額の賃料引上げ要求を躊躇している可能性もあり
ます。企業経営者が景気の先行きに自信を深め、賃貸スペース拡張の動き等により賃料引上げをより行
い易い環境となるのか、その動向が注目されます。
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図表2：図表1の対象テナント

2008年8月末時点


